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はじめに
　筆者は学校法人桜花学園と愛知県豊明市との包括協定に基づいて、同市の外国籍市民懇話会委
員を３年間務めてきた。一概に外国籍市民（1）といっても様々であり、行政でも把握できない側面
も多々ある。現在、2020年の東京オリンピック、観光立国構想、など海外からのより多くの訪
日者を目指す方向に進んでいる我が国において、文化の軋轢を乗り越えるための知恵が一層重要
になろう。そうした中で【多文化共生】というキーワードは今後ますます重みを持ってくること
が予想される。そうしたマクロの視点からの政策的アプローチが必要である一方、ミクロ、いわ
ゆる草の根レベルの国際交流なども行われており、この間、地道に地域内の外国籍市民と接して
共生を求めて活動している多くの人々の存在も知ることができた。本稿ではこの間の上記懇話会
の活動をまとめると共に、行政が外国籍市民に行う行政サービスの難しさとそこにある問題点を
明示しながら今後の展開を示すのがその主旨である。
第１章　増加する外国籍市民
１‒１　豊明市と外国籍市民に関する概要
　愛知県豊明市は県庁所在地名古屋市に隣接する市である。人口は約７万人（2）で、名古屋市の人
口増に伴ってベットタウン化し、名古屋市への通勤圏内として1980～90年代に宅地開拓が行わ
れ人口が増えることとなった（3）。豊明市はまた、大手自動車関連企業の多い刈谷市、豊田市とも
近い位置関係にある。いわゆるバブル期に外国籍労働者の受入れが事実上始まった（4）のを機に、
外国籍住民が散見されるようになり始めた（5）。豊明市は上記のように、工場の多い地域に近く、
外国籍労働者が居住地として豊明市を選ぶ場合が出始めた。その理由として、市内に団地があ
り、同じ仲間が同じエリアに住めること、その団地の住居費が他の市の団地より安い場合もある
こと、などが考えられた。こうして少しずつ豊明市内の外国籍住民は増えていき、そうすると文
化の違いから誤解や調和を乱す行動となってしまうことも起き、行政として対応が求められる時
世となっていった。
　表１は豊明市における外国籍市民数を表したものである。2004（平成16）年より急激に増加
したが、いわゆる「リーマンショック」の起きた2009（平成21）年から減少に転じ、そしてま
た2014（平成26）年から増加に転じている。改めて、経済状況（景気）の動向がそのまま外国
籍市民数の増減に関係していることがわかる。なお、豊明市の特徴として、市内に大手企業の大
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工場等はなく、市外に働きに出掛けている外国籍労働者（市民）が多いことである。県内では
「北部の岩倉市と状況が類似している」（豊明市役所談）という。
表１　豊明市の外国籍市民の推移（6）（年は12月31日時点）
年 外国籍市民数 増減
2004（平成16） 1,488人
2005（平成17） 1,807人 増↑
2006（平成18） 2,122人 増↑
2007（平成19） 2,409人 増↑
2008（平成20） 2,829人 増↑
2009（平成21） 2,615人 減↓
2010（平成22） 2,467人 減↓
2011（平成23） 2,405人 減↓
2012（平成24） 2,286人 減↓
2013（平成25） 2,190人 減↓
2014（平成26） 2,250人 増↑
2015（平成27） 2,363人 増↑
2016（平成28） 2,620人 増↑
　以下に示すのは今年度、豊明市に住む外国人の国籍・地域別人員の上位15カ国である。この
数年、ベトナム国籍の豊明市在住人数が増えている。2013年６月末時点で106人であったのが、
下表の通り３倍以上に人数が増えている（106→382）。また異国籍間の国際結婚もあるなど国際
化に拍車が掛かり、多文化共生の重要性はさらに高まることが予想される。
表２　豊明市在住外国人の国籍別人数（7）（2017 年５月31日時点 上位15ヶ国）
国 人数
ブラジル 864人
中国 425人
ベトナム 382人
フィリピン 357人
韓国・朝鮮 166人
ペルー 97人
インドネシア 90人
ネパール 40人
トルコ 34人
スリランカ 33人
タイ 33人
パキスタン 21人
台湾 15人
ボリビア 13人
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１‒２　多文化共生推進計画
　上記のような背景から、豊明市では同市の将来像の指針として2007（平成19）年に【豊明市
多文化共生推進計画】を2016年までの10カ年計画として取りまとめている。これは機知に富む
内容で、市政10年の柱と成りうる内容であった。重要なポイントを以下に取り上げる。
⑴　施策の必要性
　「本市の外国籍市民人口は平成16年……人口比1.78%に対し……平成19年当初は人口比3.11％
となり急激に増加しました。今後も外国籍市民への住宅供給が比較的容易にできる豊明団地を擁
する本市はこの増加傾向が続いていくことが予想されます。また長期的視点では……外国人労働
者の果たす役割は大きくなり、従来にも増して定住化が進むものと予想されます」（8）
　この2007年に示された予見はその通りとなり、定住外国籍市民が増加して今日に至っている。
ここでは、（推進計画時点で）急増していた外国籍住民に対する施策の必要性を説いている。裏
を返せば21世紀の７年目になるまで、行政として外国籍住民への行政の対応、サービスの仕方
といった視点（施策）がなかったことがここでうかがわれる。
⑵　共生意識の必要性及び目指す方向
　「……行政・外国籍市民を含む住民全てが共生意識を持ち様々な取り組みを行わなければなり
ません」（9）「……外国語での情報提供の不足による社会ルールの不理解やそれによるトラブル、文
化の違いによる日本社会への不適合などの問題を抱えています。特に情報提供の不足により、子
どもの教育・医療・防災など生活に身近なことがらが理解できず、子どもの不就学、病気の放
置、災害時対応の不理解につながっています。本市は……全ての情報を多言語で提供できるよう
なシステム作りを第一に考え日本人市民と同僚の情報を外国籍市民に提供し、社会参加の基盤作
りを進めることを目標にしています」（10）「最終的には、外国籍市民が自立的に活動し、自分たち
の出身国の人たちを自分たちで助けることができ、豊明市民としての権利と義務を噺ながら社会
参加ができることを目標にしています」（11）。
　ここでは前段で共生意識を持つことの必要性を説き、後段では具体的な問題点として情報共有
の欠如を挙げ、問題解決に向けての目標を掲げ、最後に最終的な到達点を示している。さらに多
文化共生実現のための施策として、①子どもへの施策　②生活上の施策　③行政上の施策、に分
けて具体的な事例と対応例を挙げている（12）。
　以上のように、推進計画は理念と具体的な行動を明確に示したものであり、優秀なものであっ
たと言えよう。
１‒３　外国籍市民施策懇話会
　「豊明市多文化共生推進計画」を担当するのは豊明市役所内の市民協働課である。同課が取り
まとめて行われているのが「外国籍市民施策懇話会（以降、懇話会、と記す）」である。筆者は
2015年度より２年間の任期で委員となり、2017年度に再任され現在2018年度末までの任期で務
めている。この懇話会の役割とは、行政が進める多文化共生推進計画を、様々な市民層からこの
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懇話会に参加してもらい忌憚ない意見を出してもらい、それを多文化共生推進につなげようとい
うものである。メンバーは９名。国籍は、日本、フィリピン、ブラジル、北朝鮮（13）であった。
また日本人メンバーの内訳は、国際交流関係の NPO代表２名（国際交流協会１名、日本語教育
関係者１名）、団地の町内会長１名、市職員１名、公募選出者１名、学識経験者１名であった。
　この懇話会は筆者が委員になる2015年以前はしばらく開店休業状態であったという。様々な
事情があったことを聞いたが、再開に至った要因として、多文化共生の重要性が更に高まってき
たこと、推進計画の10カ年がまもなく終了し、次の計画作成に向けて懇話会の意見をうかがう
ことも必要であることから、であった。筆者は互選で同会の会長（議長）に選出され、行政と懇
話会の橋渡し的な役割をもつことになった。議案等は行政が用意し、それに基づいて、参加各位
からの意見を述べてもらうと共に、行政の気が付かない現場ならではの問題の指摘、あるいは現
場からの提言、などを発言してもらい、会議を進めた。副議長にはフィリピン人通訳の方になっ
ていただき、懇話会の進行を滞りないように心掛けた。
　以上、事例研究の豊明市の概要と、同市が考える多文化共生推進とそれに沿った計画書につい
て述べた。そして外国籍市民施策懇話会は外部委員委託の会合であり、その構成員と役割につい
て記した。次章では懇話会を通して明らかになった現場の問題点をまとめてみたい。
第２章　懇話会での議論
２‒１　交流と交際──理想と現実
　懇話会では避けがたい宿命の命題にいきなり当たった。それは町内会という普段、ゴミ出しを
はじめとした町内の活動など日々の生活で外国籍市民と接する（交際する）立場の委員と、国際
交流という親睦、相互理解を深めるために活動する委員との視点の違いである。ある意味、視点
の違いがあって当然である。交流が外向きの顔とするならば日常生活の交際は内向きの素顔と言
うべき生活習慣に関わってくることである。いい加減なゴミ出しをする、夏の夜に爆竹を鳴らし
て周囲の迷惑になる、など共生共存の難しさを指摘する意見が出る一方、国際交流協会の地道な
努力で一般市民と外国籍市民との垣根が低くなってきたこと（14）も紹介された。ここに、相互理
解と相互共存共生の違いが浮き彫りになる。相互理解を得て、相互共存共生に向かうという建前
論では追いつかない現実がある。すなわち、相互理解が成り立っていなくても共生して行かなけ
ればならない団地などは、より現実的対応を求められることになり、懇話会の議論は、理想と現
実の狭間で揺れ動くものであるのはやむを得ないことである。それらの意見を聴取しながら行政
は実現可能なものの具体案を検討することになる。こうして懇話会の意見が反映につながる手順
となっている。特に外国籍市民の実状といった点は行政が深く入り込めないケースもあるため、
この懇話会での意見交換に耳を傾けていただくという形になっている。
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２‒２　情報の伝達
⑴　子どもへの施策
　前項のように、時には理想と現実の隔たりに主張が異なることはあれども、出席者及び主催者
の方向性は一致している。その中で特に重要だということで一致したのは、情報の伝達である。
ただ伝えるのではなく、正しく伝えるために可能な限り外国籍市民の母国語を使っての伝達とい
うことに行政は力を入れてきた。豊明市では2016年度に以下のように通訳を配置している。
表３　豊明市の施設別通訳配置数及び言語
施設 人数 言語
市役所 ２ ポルトガル語
保育園Ａ １ ポルトガル語
小学校Ａ １ タガログ語
小学校Ｂ １ タガログ語
小学校Ｃ ５ タガログ語１　ポルトガル語４
小学校Ｄ ３ タガログ語１　ポルトガル語
中学校Ａ ２ ポルトガル語
　2015年度、豊明市では外国籍の小中学校生を対象に進路相談会を実施した（15）。しかし出席者
は少なく、施策とその実効性に引き続き課題が残っていることも確認できた。
⑵　生活上の施策
　豊明市のホームページでは、英語、中国語、ポルトガル語の自動翻訳機能を使った外国語セク
ションも用意されている。また公共施設や避難場所などを記した多言語マップも作成されてい
る。母国で地震のない国の市民をはじめ、天災が多い日本における避難のあり方、進め方を外国
語で記している。また図書館を外国籍市民の情報取得の場所となるように施設利用案内を多言語
化している。
　2016年度の懇話会では、図書館に対してより一層の外国書籍の充実を提言した。具体的には、
家で眠る外国語書籍などを図書館が引き取ることにより、図書館に外国籍市民が積極的に「行っ
てみたい場所」になることによって、情報伝達もスムーズに行くのではないかというものであっ
た（16）。
⑶　行政上の施策
　前項とも関連して、災害時の情報で重要なハザードマップの多言語化を進めて配布すること
を、施策の一つとして豊明市では挙げている。また、ともすると縦割り行政になりがちな組織形
態の中、多文化共生の行政を実施するため、市役所内の部局横断的な会合をもつことにしてい
る。新入職員に多文化共生研修を実施していくなど、役場内の啓発に積極的に取り組んでいるこ
とを確認できた（17）。
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　こうして市役所全体で外国籍市民への情報伝達に取り組む姿勢を確認しながらも、更に実効性
を高くするためにはどのようにしたらよいのか、そうした意見交換が懇話会で行われた。
２‒３　言語
　様々な情報伝達に不可欠なものは言語である。懇話会では豊明市に登録されて働いておられる
通訳者との合同会議を持ち、現場での問題点、行政への要望などを述べていただいた。通訳者が
基本的に学校関係での仕事のため、教育との関係で様々な意見が出された（18）。言語の仲介者で
ある通訳については後段で改めて取り上げたい。
通訳者より指摘された問題点等
・翻訳した文書を保護者が全く読んでいない
・外国語版広報は各学校に届いているが見ているかどうか不明。細かい文字が並んでいるものは
見ないケースが多い
・メール配信（19）はメール登録がまず難しい
・転入時に多くの情報を提供し過ぎていないか
・手続き上自体で困っている人は見られないが、外国にない制度や制度変更時の理解を得ること
が難しい
・通訳者として学校に入っているとき、どこから学校の先生に任せればいいのか境目が難しい
・学校の文書翻訳等を市役所勤務の通訳者にお願いできないか
２‒４　地域で活躍できる人材の発掘
　ここでいう人材発掘は、多文化共生関連行事にボランティアとして活躍している日本人に留ま
らない。むしろ、急務とされるのが外国籍市民の中で、日本人・日本文化・日本社会との積極的
交流の意志のある人材を発掘し、多文化間の橋渡しになってもらう人材こそ重要であろう。懇話
会では具体的活動として、豊明団地自治会行事の外国籍市民の参加を挙げ、その一例として避難
訓練が提示された。
　懇話会として一致をみた意見として、情報伝達のあり方について、がある。現状では、全員に
書面で伝えても読んでもらえなかったり、読んだとしても内容を重視してもらえなかったり、と
問題がいくつもある。それよりも、その国の言語ができるしっかりとしたリーダーを一人発掘
し、その人から同じ国・言語の人にリーダーの言葉でもって伝えてもらった方がはるかに効果的
ではないか、ということであった。
　本章では、筆者が懇話会で扱った事案・事象を元に、具体例を示しながら各方面の多文化共生
に向けての問題点と取り組みを記した。
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第３章　多文化共生に向けて──各組織・主体での試行と錯誤
　外国籍市民への行政の仕事は多面に渡っている。これらは豊かな国際色の社会の中での多文化
共生に向けてのステップとして様々な試みが行われている。本章では豊明市以外の自治体も含め
てこれらの課題にどのように取り組んでいるかを考えてみたい。
３‒１　多文化共生推進主体とその役割の明確化
　多文化共生推進という大きな題目は一つの自治体や組織で担えるものではない。様々なレベル
の組織でそのレベルに応じた役割がある。
表４　多文化共生推進主体別による役割（20）
主体 役割
① 国 外国人施策実施、中長期的な外国人受入れ方針の策定、自治体への財源措
置
②（愛知）県 広域的な施策 ･先導的取組の実施、外国人県民を含む様々な主体との連
携・協働の推進、国への要望
③ 市町村 日常生活に関する行政サービスの向上、情報提供の充実など
④ 国際交流協会 地域のニーズや課題を踏まえたきめ細やかな取組の推進、主体間のネット
ワーク化
⑤ NPOなどの団体 地域のニーズを的確に把握した活動、外国人県民の積極的な参加促進を図
りながらの多様な活動など
⑥ 企業 日本語の習得など外国人労働者の日本社会への適応を促進するための取組
の推進、社会的責任の認識など
⑦ 県民 ［日本人県民］外国人県民に対する地域作りの担い手としての理解、交流
の促進など
［外国人県民］日本語の習得、日本文化や生活習慣の理解、地域活動への
参加など。また、外国人県民に対して日本の文化や制度などを伝えるこ
と、日本人県民に対して外国人県民の考え方などを伝えること、日本人と
外国人 /外国人同士をつなぐ役割など
⑧ 大学 行政・NPOへの支援、県民などへの啓発、学生による多文化共生に関す
る活動、人材育成など
⑨ 学校（小中高） 多文化共生社会づくりの拠点、外国人児童生徒への学習支援や進路指導な
ど
　これらが国としての共通認識の元、それぞれの組織体で工夫をこらしながら多文化共生に向け
て取り組んでいることが理解できる。外国籍市民の特徴として集中したエリアに多くが住む傾向
があり、愛知県はそのエリアに含まれている。従って、上表のように主体別で役割が別れている
ものの、各県各地域で外国籍市民の人口及びその地域の総人口に対する外国籍市民の割合に大き
な差があることからくる多文化共生推進活動に温度差があるのは避けられない実状である。
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３‒２　外国人集住都市会議
　多文化共生に向けての組織横断的取組として［外国人集住都市会議］が発足したのは2001（平
成13）年である。この会議は「ニューカマーと呼ばれる南米日系人を中心とする外国人住民が多数
居住する都市の行政並びに地域の国際交流協会等をもって構成し、外国人住民に関わる施策や活
動状況に関する情報交換を行うなかで、地域で顕在化しつつある様々な問題の解決に積極的に取り
組んでいくことを目的として設立」（21）されたものである。構成する22の市町は下表の通りである。
表５　外国人集住都市会議会員自治体一覧（22）
県名（市町数） 外国人集住都市会議会員自治体
群馬県（２） 太田市　大泉町
長野県（２） 上田市　飯田市
岐阜県（１） 美濃加茂市
静岡県（７） 浜松市　富士市　磐田市　掛川市　袋井市　湖西市　菊川市
愛知県（３） 豊橋市　豊田市　小牧市
三重県（５） 津市　四日市市　鈴鹿市　亀山市　伊賀市
滋賀県（１） 甲賀市
岡山県（１） 総社市
　これら外国人が集住する地域はそれぞれに特徴が見られる。国籍別に見てみると、会員が属す
る８県のうち、長野県の２市は中国籍が１位、岡山県ではベトナム籍が１位となっている。その
他の６県19自治体ではブラジル籍が１位である。また総人口に対する外国籍人口の割合の高い自
治体は表６のとおりである。いかに外国籍市民が［集住］しているか、が理解できる数字である。
表６　総人口に対する外国籍市民の割合の多い自治体上位５市町（23）（2017.4.1時点）
自治体名 総人口に対する外国人割合（人数）
① 群馬県大泉町 17.6％（7,341人）
② 岐阜県美濃加茂市  7.9％（4,438人）
③ 静岡県菊川市  5.9％（2,831人）
④ 愛知県小牧市  5.3％（8,153人）
⑤ 三重県伊賀市  4.9％（4,540人）
また、実数として外国籍市民の多い都市はいずれも大工場があり、工場労働者としての勤務であ
ることが見て取れる。
表７　外国籍市民の実数の多い自治体上位５市（24）（2017.4.1時点）
自治体名 外国籍市民の実数（総人口に対する割合）
① 静岡県浜松市 21,842人（2.7％）
② 愛知県豊田市 15,341人（3.6％）
③ 愛知県豊橋市 14,956人（4.0％）
④ 群馬県太田市  9,856人（4.4％）
⑤ 三重県四日市市  8,339人（2,7％）
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　会員都市の回り持ちで毎年会議が開かれており、刻々と変わる世情を見つめながら外国籍市民
との関わりをはじめとした今後の課題と目標についての活発な意見交換が行われている。
３‒３　多文化共生推進協議会
　本協議会は設置目的を次のように記している。「日系ブラジル人等の外国人住民が多数住居す
る愛知県、群馬県、長野県、岐阜県、静岡県、三重県、滋賀県及び名古屋市が一致協力して、多
文化共生社会の形成に向けて総合的かつ効果的な取組を進めることを目的として、平成16年３
月に設置」（25）。ここでの主な活動事項として、①各自治体に蓄積された資産、知恵の共有　②国
など関係機関における施策等に係わる情報収集、要望等、が挙げられている。特に後者は、県レ
ベルの対応であることから国への要望という市町レベルより上の組織としての特徴を出そうとし
ている。具体的な取組実績としては、入国管理基本計画へのパブリックコメント提出、文部科学
省の外国人学校実態調査に協力、などがある（26）。
　外国籍市民への行政の対応という個人レベルの対応から、多文化共生という社会調和を目指す
取組には様々な段階がある。草の根レベルのボランティアから国を挙げてのプロジェクトまで考
えられよう。また、扱う事案も、教育、言語、生活、など幅広い分野にまたがる。いくつもの組
織、団体が重層的にそれぞれのレベルから多文化共生共存に向けての現実と将来像を考え取り組
む必要があろう。現在は試行錯誤の段階であるものの、着実に積み重ねられてきた事例が現場に
浸透しつつあることを懇話会での現場の声から感じ取れた。
３‒４　自治体による工夫と取組
　愛知県刈谷市では、多文化対応事例調査を行っている。これは同市より外国人比率が高い県内
都市、外国人集住都市会議の会員都市等全37市町を対象として、現場でどのような行政サービ
スが行われているのか、その独自性は何か、について調べたものである。
行政窓口等での対応や情報発信に関する指針
・多言語による申請書類の用意　→　３市
・多言語母子手帳の発行　→　長浜市
・「窓口で使えるポルトガル語」を各課に配布　→　豊川市
窓口応対の心得
・『「やさしい日本語」を使ってみよう！』（職員用文書）の中に「理解度を上げるための工夫」
「態度・姿勢を大切に」「外国人市民への接遇について」等を掲載　→　豊橋市
やさしい・わかりやすい日本語
・外国人に対する通訳・翻訳の手引き（職員用）のなかに「やさしい日本語の良さと使い方」を
掲載　→　焼津市
・一般向けの「やさしい日本語」の手引き　→　愛知県
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・職員用手引き『「やさしい日本語」を使ってみよう！』→　豊橋市
災害時の指針
・災害時の外国人支援ガイドライン　→　西尾市
・災害時外国人対策マニュアル　→　４市
・外国人緊急カード（５言語）の配布と普及　→　長浜市
情報提供の際の配慮
・外国人への情報提供の手引き　→　福岡市
・人権の視点からの情報発信の手引き　→　大阪市
通訳・翻訳の指針
・通訳翻訳を必要とする課の職員に対する利用上の手引きまたは心得　→　７市
・雇用した通訳者に対する通訳を行う上での手引きまたは心得　→　３市
通訳の雇用
・通訳の雇用（外国人相談員を含む）　→　33市町
市民ボランティア
・市民通訳ボランティア制度　→　４市
・外国人災害サポートボランティア制度　→　３市
言語支援
・全庁的にやさしい日本語でも対応できるように心掛ける　→　12市
・自治会への通訳・翻訳支援　→　２市町
・多言語による広報誌　→　６市町
・多言語による専用ウェブサイト　→　４市
・登録外国籍市民へのメール配信　→　２市
・転入時に配布する「ウェルカムパック」の作成　→　浜松市
　これらの事例は懇話会でも紹介され、改めて各自治体の苦労と工夫が垣間見えるようであっ
た。上記の中で、「分かりやすい日本語」という点は、普段の生活で我々はあまり意識をしない
かもしれないが、非常に重要なポイントである。多文化共生は外国籍市民側に日本の言語を受け
入れてもらうことを成り立つ以上、その言葉を母語で使う側に、母語でない相手に話すときの気
配りとやさしい単語選択、という配慮が必要であること自体を知る必要があろう。「分かりやす
い日本語」とはやさしい単語を使うことに留まらず、話すときのスピード、明瞭な物言いとアク
セント、など母語同士の会話では意識もしないようなことも、外国籍市民との会話には必要であ
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ることを日本語を母語とする側にも理解を深めなければならないであろう。
　言語関連でもう一点、通訳・翻訳に関して各自治体がその必要性と重要性を認め、配置を行っ
ている。その中で筆者が留意しておくべき点として、通訳・翻訳とボランティアの関係を次章に
記しておきたい。
第４章　課題
４‒１　通訳・翻訳とボランティアは成り立つのか？
　通訳者と翻訳者は言語の仲介者である。豊明市では表３の通りの通訳者を保育園、小学校、中
学校、市役所に配置しており、全国レベルで考えても充実した体制をとっている。またそれぞれ
の自治体では通訳ボランティアに頼っているところもある。これは外国籍市民の母語が日本の第
一外国語である英語ではないその他の言語（ポルトガル語他）であることもあり通訳の数が著し
く少ない現状である。豊明市ではフィリピン人の子どもが増えているがタガログ語通訳が不足し
ている現状もある。その仕事が限定的であることなどから通訳は正職とはなりにくく、加えて仕
事として行う場合もパート扱い的な時給での仕事となっている場合が多い。しかしその役割は教
育の根幹に関わる重要な場面も多く、教員の方でも通訳に任せる度合いが多い人もいて、通訳側
はどこまで子どもの教育上の悩みに踏み込んでいいのかその立ち位置の曖昧さ、不明瞭さに悩み
を持つ人が多いことが懇話会で確認できた。ボランティアの通訳で行われるイベントは多い。観
光や、国際交流イベントであるのならば許容範囲かもしれないが、教育現場の通訳をボランティ
ア、もしくはそれに近いアルバイト扱いの待遇での通訳配置に筆者は疑問を感じている。その疑
問の原点となった事例を記したい。
４‒２　教育現場の通訳は言語と文化の橋渡しの専門家であるべきではないか
　筆者は長年外国籍園児が８割にも達する（すなわち日本人園児が２割弱）という名古屋市の公
立Ａ保育園に関わってきた（27）。同園の年末（クリスマス）イベントに呼ばれて訪問したときのこ
とである。Ａ園のイベントには卒園生とその知人などが遊びに来て和やか雰囲気で行われていた。
通訳の方からぜひ相談に乗ってほしい卒園生がいると言われお会いすると、以前在園生だった頃
にＡ園を訪ねた時に面識のあるＸ（ブラジル出身）さんであった。小学校６年生に成長したＸさ
んは進路で迷っているという。他の多くの同出身者が、身内のブラジル人社会で生きていこうと
しているが、自分は日本社会で生きていこうと思っていた。しかし小学校の授業で算数は全く分
からずついてもいけないし教えてもくれない。そしてその他の進路等も全くかまってもらえない。
やっぱりブラジル人社会で生きていくしかないでしょうか？という相談であった。まずもって小
学生からの相談として想像していなかったレベルの人生の進路に関わる相談であったことに驚い
た。もう一点、小学校の現場が事実上外国籍児童の（進路）指導を放棄しているような状態であ
ることにも驚いた。もちろんこの事例をもってして全てがこれと同じとは判断できまい。しかし
生の声を聞くことにより、それが一側面の一事例であることには間違いなかった。最終的に日本
社会ではやはり難しいと感じたＸさんは日本にあるブラジル人社会で生きていこうと考え、その
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ためには進学の必要がないと小学校で学生は終えたいという意向を筆者に述べた（28）。
　何人かの通訳から聞く教育現場での問題点とは通訳の立ち位置である。言葉の仲介者として言
葉を伝達のみすればいいのか、あるいは園児、子どもの母語を語る先輩として教育的配慮や助言
も含ませてコミュニケーションをとればいいのか、という点である。一概に【通訳】といっても
その立場と責任には立場や業務内容によって大きな開きがある。以下にそれを示してみたい。
　裁判や外交の現場で通訳は一切私情を入れてはならず、言葉の変換（通訳）のみがその業務で
あり、質の高いわかりやすい言葉を使ってコミュニケーションをスムーズに行うのが目標であ
る。別の言い方をすれば、発生する責任は言語上のみである（29）。
　逆に国際交流や観光の現場の通訳は、一語一句にまで責任は生じず、交流や観光が通訳を通し
て理解が進んだことによりイベント等がより楽しくなればそれでよし、とするものがほとんどで
ある。言葉の変換という仕事をしていても、イベント（交流、観光）がうまくいくことが最大の
目的になっているため、言語上の責任は深く追及されない。そして子ども関係の現場（小中学
校、保育園）でもほぼ同じような状況である。子どもの年齢が若いこともあり、厳密な言語上の
責任（精密性）は求められない。そして実はその様な現実が、現場で課題が生じる原因にもなっ
ている。
　一つ目は、通訳行為そのものが軽く見られる傾向である。筆者自身、海外からの研修員の世話
をする仕事をしていた時、研修先地元の国際交流団体からイベントに声が掛かることがあった。
その都度、研修で疲れている研修員に国際交流の意義を説明して依頼し、現場に行ってみると、
その進行や通訳を筆者が行うことになっていて、それらはボランティアで行うこと（無報酬）が
当たり前という前提に計画が立てられていた。教育現場での通訳も、自治体の決まりに基づく通
常の時給のパート扱いであるところがほとんどである。通訳という優れた特殊技能をボランティ
アもしくは最低時給レベルの仕事として位置づけているところに人材確保と育成が進まないとい
う課題が存在するのである。
　外国籍市民にとって、言語上の問題のみならず生活文化上の問題も異国（日本）で過ごす上で
の重要な問題である。保育料、給食費など自国と制度が異なる事案、それも経済的負担を求めら
れる場合、理解に至らず、滞納のまま帰国したケースは多数あるという。多文化共生にはこうした
文化上の異なった背景の説明と理解（＝文化通訳）こそが非常に重要な事柄であるが、現在の日
本社会ではそういった認識には至っていない。通訳を最低時給のパートか、交流プログラムでは無
報酬が当たり前である現状を改めないと外国籍市民との距離は縮まらないのではないかと考える。
　通訳は言語の橋渡し役だけではなく、生活文化・習慣の橋渡し役であることを社会で認識し、
それに見合った対価が用意されることで（特に教育現場では）必要であろう。
４‒３　国際交流は文化的交流だけなのか？
　表７は上記外国人集住都市会議会員自治体に地元愛知県豊明市を加えた全22自治体の姉妹提
携都市・友好提携都市をまとめたものである。圧倒的に先進国（アメリカ）を中心とした提携先
が並び、多くの外国籍市民を輩出した国と提携を結んでいるところは少ない。そうした現実から
「国際交流とは何か」という課題が見えてくる。
多文化共生に関する一考察
─ 77 ─
表７　海外自治体との姉妹都市提携もしくは友好都市提携のある国
自治体名 提携自治体のある国
群馬県 太田市 アメリカ　２　　中国　１
 大泉町 ブラジル　１（交流休止中）
長野県 上田市 アメリカ　１　　中国　１　　スイス　１
 飯田市 フランス　１
静岡県 浜松市 アメリカ　4（姉妹都市）　　ポーランド　１　　ブラジル　１　　中国　２
台湾　１　　イタリア　１　　インドネシア　１（以上友好都市）
 富士市 アメリカ　１（姉妹都市）　　中国　１（友好都市）
 磐田市 アメリカ　１　　フィリピン　１
 掛川市 アメリカ　２　　韓国　１　　イタリア　１
 袋井市 アメリカ　１
 菊川市 海外なし
岐阜県 美濃加茂市 オーストラリア　１
愛知県 豊明市 オーストラリア　１
 小牧市 アメリカ　１（姉妹都市）　　韓国　１（友好都市）
 豊田市 アメリカ　２　　イギリス　２
 豊橋市 アメリカ　１（姉妹都市）　　中国　１（友好都市）
韓国　１　　ブラジル　１　　ドイツ　１（以上パートナーシティ）
三重県 四日市市 アメリカ　１（姉妹都市）　　中国　１（友好都市）
 津市 ブラジル　１　　中国　１
 鈴鹿市 フランス　１　　アメリカ　１
 亀山市 海外なし
 伊賀市 中国　１
滋賀県 甲賀市 アメリカ　３　　韓国　１
岡山県 総社市 海外なし
　これらの都市は外国人集住都市であり、人的な交流としては姉妹都市提携よりも遙かに活発な
ものがブラジル国籍を中心としてあることは外国籍市民の数字が表している。しかし行政サイド
はそれら住民の生活上のサポートに力を入れていることと国際交流とはリンクさせていない。国
際交流は【異文化理解】として知識を広める啓発的活動に組み込まれている。他方、外国籍市民
施策という行政の仕事は【多文化共生】という現場対応も含めたより現実的な社会現場を対象と
した活動になっている。
　異文化理解としての啓発活動と多文化共生としての現場社会対応の活動は両立しないものであ
ろうか？　愛知県豊橋市の事例を考察してみたい。
４‒４　実を結び成果を上げている国際交流
　愛知県豊橋市は［パートナーシティ］の一つとして、ブラジル パナラ州パラナヴィア市と提
携を結んでいる。これは2005（平成17）年にパラナヴィア市長が豊橋市を訪れ、姉妹都市提携
の申し出があり、これに応じて豊橋市も教育長を団長として相手国調査に出掛けたものの提携に
至らず、再度2007（平成19）年にパラナヴィア市長が豊橋市を訪問するなど熱心な申し出から
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交流が始まった。パラナヴィア市職員を半年受入等の実績を積み、2008（平成20）年、友好協
定の調印式が行われ、本格的交流が始まった。
　交流の中で特筆すべきは、ブラジルの教育関係者を半年間研修員として日本の学校に受け入れ
たことである。日本の教育制度の理解を深めると共に、ブラジル国籍の児童の教育相談など学校
と保護者のパイプ役にもなり、さらに帰国後、来日予定の子どもや保護者に日本の教育制度の説
明をすることも可能となる。既に11年の実績の下10人が来日するなど実績を上げている。また
交流の一環として豊橋市職員も相手国に３カ月派遣し、教育交流を行っている。こちらで特記す
べき行事は日本から帰国した子どもとその家族が集まる「帰国者の会」を実施していることであ
る。単なる同窓会に留まらず、帰国後の生活は厳しいことなど派遣した職員の報告が公開されて
いる（30）。
　本件は、異文化理解を求める国際交流とより良い多文化共生を目指すための提携が実を結んだ
例である。その一方群馬県大泉町のように、同じく多くの来日外国籍住民の相手と提携を結んで
も、先方の政情不安等から交流が休止に追い込まれているケースもある。しかしそれでも多文化
共生にはこうした相互派遣等の活動は不可欠であり、いわゆる先進国相手のみの文化的国際交流
からもう一歩踏み込んだ、現実の人的交流数（来日外国籍市民）に応じた姉妹都市提携関係等の
構築が求められるものと考える。
おわりに
　本稿は、多文化共生に関して、外国籍市民に対する施策の現実を、筆者が関わっている愛知県
豊明市の外国籍市民施策懇話会（31）での意見や行政の対応や苦慮などを見聞きしてきた立場から
考察したものである。
　増加する外国籍市民の特徴として集住を挙げた。関係自治体では様々な行政サービスを通して
多文化共生への道を探っている現状が確認できた。国、県、市町村、NPO団体、など様々なレ
ベルの様々な組織が試行錯誤を行いながら、相互理解に努めている現状を取り上げた。
　国際交流と称して姉妹都市提携を結んでいる自治体は多いが、それらの多くが異文化理解に発
した相手文化・国の啓発が活動の中心となっている場合が多いことが分かった。外国籍市民集住
の自治体においても、それら市民との出身国との姉妹として提携は少なく、多文化共生のための
現実的対応は行政が多くを担っている現実があった。
　多文化共生の架け橋となる通訳の立場の問題も取り上げた。一見言語の仲介人に思われている
通訳は、社会・文化的な仲介者でもあり、特に教育現場では、その重要性が待遇も含めて認識さ
れていない現実があった。それらの改善は重要な課題として提起した。
　姉妹都市提携先に見る【異文化理解】と【多文化共生】の距離感であるが、それを縮めた交流
実践が実績を生んでいる愛知県豊橋市の例を紹介した。今後のあるべき姿を示している一例では
ないかと感じた。
　今後も外国籍市民の増加が予想され、その施策の重要性は増えることは間違いない。その中
で、現在までの取組とそこから見えてくる課題と今後の展望について考えてきた。より良い多文
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化共生社会を目指して、異文化理解と現実に合った施策と人的交流、そしてそれに適した仲介者
（通訳）の必要性を指摘して本稿を閉じたい。
註
⑴ 本稿でいう［外国籍市民］の［市民］とは広義に［そこの市に住んでいる人］という意味で使
用する。これは本文で触れている筆者が委員を務める会合が「外国籍市民施策懇話会」という
ように行政も広義の意味で［市民］を使用しているのに沿ったものである。
⑵ 2017年12月１日現在の人口が68,855人である。
⑶ 筆者は豊明市立豊明中学卒業で、この間同市の発展を肌で感じてきた一人である。
⑷ 筆者の体験として、外国人アルバイトを初めてファーストフード店で見たのが1989（平成元）
年である。当時、つたない日本語に驚いたのを鮮明に覚えている。この頃「３K」という言葉も
日常使われはじめた。３Kとは、きつい、汚い、危険の頭文字からとった造語である。
⑸ 具体的には1990年の［出入国管理及び難民認定法］の改正が外国籍住民の増加につながった。
⑹ 情報提供　豊明市役所市民生活部市民共働課
⑺ 同上
⑻ 「豊明市多文化共生推進計画」2007年作成　豊明市　２ページ
⑼ 同上　３ページ
⑽ 同上　４ページ
⑾ 同上
⑿ 同上　6～10ページ
⒀ 豊明市内に愛知朝鮮中高級学校が所存し同校の先生が委員となっている。しかし政情を反映し
てか、この３年間一度も懇話会への参加はない。
⒁ 豊明市在住の外国籍の方を呼んでその国の紹介をする定期企画は多くの市民が参加している。
⒂ 2015（平成27）年10月17日「外国につながる子どもと保護者のための進路説明会」が実施され
た。
⒃ この点に関して、その後図書館が積極的に外国書籍を一般市民に呼び掛けたという事実は確認
できていない。
⒄ 2015（平成27）年度は、新人職員研修で多文化共生の必要性を啓発することに取り組まれたと
いう。他方、既在籍の市役所職員対象の多文化共生意識啓発研修は実施していないとのことで
あった。
⒅ ［通訳意見交換会］2015（平成27）年７月15日開催
⒆ 豊明市ではメール配信を2011（平成23）年より配信を行っている。
⒇ 「あいち多文化共生推進プラン2013-2017」５ページ　愛知県発行
21 「外国人集住都市会議の概要　設立趣旨」より
 http://www.shujutoshi.jp/gaiyou/index.htm（2018年１月３日閲覧）
22 「外国人集住都市会議の概要　会員都市」より
 http://www.shujutoshi.jp/member/index.htm（同上）
23 「外国人集住都市会議 津会議2017」配付資料９ページ
24 同上
25 「多文化共生推進協議会の概要」長野県は平成19年度より、滋賀県は20年度より参加
 http://www.pref.aichi.jp/syakaikatsudo/kyogikai/gaiyou20140203.pdf（2018年１月３日閲覧）
26 同上
27 ２年ゼミの卒業研究のためのフィールドワーク、園の運動会へ学生をボランティアで派遣など
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を通して外国籍園児８割のＡ園を見てきた。
28 話しの途中にＸさんの知人が来て話しが中断したため、その後のＸさんの進路については把握
していない。
29 言語上のみ責任が生じるので誤訳をした場合は厳しくその責任を追及されることになる。その
反面、外国人の世話（公共交通機関での移動、食事の世話等）などの責任は業務上生じない。
30 「パートナーシティ　ブラジル連邦共和国パラナ州パラナヴァイ市との教育交流」http://www.city.
toyohashi.lg.jp/18505.htm（2018年１月５日閲覧）
31 本文で述べた「豊明市多文化共生推進計画2007～2016」はその期間を終えた。新たな第２次計
画は直ちに発効せず、2017年度に一年間掛けてまとめ上げ、2018年度から新たな計画がスター
トする予定である。
（受理日　2018年１月９日）
